









学位記番号 教博第 138 号
学位授与年月日 平成 24 年 10 月 10 日
学位授与の要件 学位規則第 4 条 1 項該当





准教授 石井山竜平 教授 高橋 満
教授 中島信博
教授 新妻三男
(岩手大学)
〈論文内容の要旨〉
本研究は、そもそもは親の共同のもとに立ち上がり、広がりながら、近年は行政事業として引
き取られ、「拡充」されつつある学童保育の今日的状況を検証することを目的に、以下、大きく 3
点の研究課題に取り組んだものである。
① 1990 年代以降に進められてきた放課後対策にともなう学童保育の「制度」化は、学童保育の
質、とりわけ親同士ないしは親と支援者の共同関係にどのような質的変化を招いているのか。②
近年の自治体構造改革を受けて学童保育の民営化が進むなか、多様な事業者による参入が学童保
育にいかなる質的変化を招いているのか。事業主体の多元化のなかで、当事者(親)の「参力日」
と「共同」を現代的に再生させる道筋とは。③今日的状況のなかで、児童員にはどのような専門
性や力量が今日的現場で求められていて、職員はそうした力量をいかなる方法で獲得してきてい
るのか。
各章構成は以下のようになっている。
第一章では、子どもの「居場所」政策の変容をめぐって、児童福祉行政と教育行政のそれぞれ
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の分野における検討が行われている。 1990 年代以降の学童保育は、国レベルでの制度化を実現し
たものの、内容の総合化(全児童対策への一元化)が図られながら、実施部門については構造改革
路線の中でアウトソーシングが進められ、運営への民聞からの参入が急速に進められてきている
ことが確認されている。
第二章では、第一章で示された政策変容が、学童保育事業への当事者の「参加」と「共同」に
どのような変容をもたらしたのかが検討されている。学童保育は子どもを対象とした事業ではあ
るが、そうした事業を支えることに親が参加することで、親自身のエンパワメントにつながる取
り組みであった。でありながら、歴史的に見ると、事業が制度に組み込まれていく過程で、核で
あった親の共同の必然性を失い、当事者の事業参画のルートが大きく弱められてきていることが
指摘されている。また、 NPO などの市民団体が事業の担い手になるケースが増えているが、当事
者と事業を担う市民事業者との聞には、従来の当事者と行政との関係よりも複雑な関係構築をめ
ぐる課題等があることが確認され、弱められてきた「共同」と「参加j をあらためていかに再生
するかという点こそ、学童保育の今日をめぐる最も本質的課題であることが指摘されている。
第三章では、学童保育の民営化が、実際の運営にどのような影響を及ぼしているかについて、
とくにここでは、児童館に指定管理者制度を導入した仙台市において、事業者が異なる複数館が
事例に取り上げられ、検討されている。その結果、従来児童館運営を担ってきた行政出資法人で
は、運営の蓄積が厚いぶん、人的資源や体系的な研修体制を持っているのに対して、指定管理者
制度の設立後に参入した新参の団体の場合、自らのノウハウと人脈(ステイクホルダー)を活用
しながら、行政出資財団には見られない多様な協同関係のもと、独自の事業の質の追求が見られ
る。ただし、いずれの事業者においても親と共同関係は十分につくられていない。また、団体に
よって職場の学習機会に差が大きい。こうした検証結果を受け、今後に向けては、職員の待遇を
きちんと保障できる財政的配慮や、指定管理者全体を底上げしうる質の高い研修支援体制を公的
責任の下に確立することが必要であるとの提起がなされている。
第四章では、第三章で確認した今日の学童保育が置かれた状況が、いかに職員の働きに影響し
ているかが検討されている。その結果、運営主体によって異なる学習機会の質の差異は主に、職
員の人事異動のあり方、職員相互の協同関係、そして職員ミーティングなど共同学習の機会にダ
イレクトに現れていることが明らかにされた。また、今日において職員が自らの職務に必要な専
門的力量をどう認識しているかについては、深い子ども理解を基盤にした子どもや子ども集団を
支援する力のみならず、親支援の力、職員同士で協同する力、そして他機関とネットワークを作
り力などの広がりが見られることが確認されている。
第五章では、子どもの事業は子どもが事業運営や評価における参加が重要であることから、中
高生の「居場所」が地域的に運営されているケースである「ホワイトキャンパス」を事例に、そ
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こでスタッフが子どもの主体的参加を導き出すためにいかなる取り組みを行っているのかを検討
した。子どもにとって、学校や家庭から独立した(第三の場)としての空間に焦点化した支援の
意義と限界についての考察している。
〈論文審査の結果の要旨〉
学童保育という営みは、行き場のない子どもたちのために親たちが支援者を自前で雇うという
営みにはじまり、運動を通して制度化が実現され、その質と量とが高められてきたという歴史が
ある。
本研究は、そうした学童保育をめぐる先行研究を丹念に検討したうえで、それが制度・政策を
めぐる運動論や実践論にとどまっており、現在変容しつつある学童保育制度が現場にいかなる保
育の質をもたらしているのかを明らかにしていないことを指摘している。
こうした課題意識のもとに取り組まれた本研究の特質は、第一に、学童保育の成り立ちにおい
ては、親・保護者の「参加」と「協同」が実践の核であったことを確認し、それを視点にすえた
実証研究を試みている点にある。この「参加」と「協同」という視点は、ペストフの研究などか
ら注目が高まりつつある視点であり、それを日本の学童保育研究に適応しようとした意義は大き
し、。
第二に、本研究は、この「参加」と「協同」という視点のもとに、指定管理者制度によって多
元化する学童保育の担い手がどのようなサービスを提供しているのかを実証している点である。
今日の学童保育事業の検証においては、対子どもサービスとしての質や、親のニーズとの対比で
なされるのが一般的であるなかで、セクタ一間の比較を、それとは異なる角度から明らかにしよ
うとした意欲的な研究として評価できる。この論文での検証は仙台市の事例に限定されたが、今
後、この知見を踏まえた研究の蓄積が期待できる。
第三に、学童保育の質を考えるとき、職員の力量形成の問題を欠かすことはできない。今日の
学童保育ではどのような力量が求められ、それがいかに形成されているのか。本研究では「実践
コミュニテイ」という視座から聞き取りを重ね、現在の職場環境の中で職員が求められる力量を
「コミュニケーションする力量j 、「子ども集団を支える力量」、「親を支援する力量」、「職員同士
が協同する力量」、「子育て支援のネットワークをつくる力量」の 5 つの類型化のもとに明らかに
している。今後、研修等を構想する際にも援用できる重要な知見となっている。
一方で、研究的蓄積が弱い問題に踏み込んだ分、今後に克服されるべき、方法論的な課題がい
くつか指摘された。
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特に課題としてあげられたのは、検証事例の限定性と、それゆえの理論部分と実証部分の接続
の甘さである。本論で検証されたのは、大部分が仙台市の事例、とりわけ行政出資財団によって
運営されているケースである。学童保育の運営形態、の一般的傾向を探るという意味では適切な選
択であったが、本論文が課題とする運営主体の多元化が現実に何をもたらしているかをとらえる
ためには、検証された事例は限定的である。あわせて、その分析フレームについても、より多彩
な先行研究を参考しての構築など、今後に課題が残された。
また、今後に研究をふかめていくうえで、学童保育をめぐるその社会的背景をさらに吟味する
ことが課題としてあげられた。たとえば、今日の学童保育のニーズが高まるその背景には、親世
代の労働の問題やジェンダーの問題、学童を活用する社会階層をめぐる課題などが大きく関連し、
むしろそうした背景によって現実が規定されている。また、学童保育の拡充は、子どもの生活の
制度化・標準化につながり、親と一緒の時間を奪うという意味で批判的にとらえる考え方もある。
すなわち、単にニーズだけを見てその充実を“よいこと"とみなすのではなく、問題をより多面
的な構造の中でとらえる必要あり、そうしたパックグランドの検証がこれからの期待として指摘
された。
以上のように、今後にむけて課題が残されてはいるものの、流動的で未開拓な対象にせまり、
留学生の立場でありながら丹念な実証研究を積み上げて完成された本論文は、学童保育研究の今
日的段階と課題をほぼ正確にとらえ、その弱点を克服しようとする意欲的な取り組みであり、ま
た、仙台市の学童保育利用者を対象に取り組まれたニーズ、調査や、児童館職員の意識をめぐる聞
き取り調査など、資料的価値の高い内容を含むなど、今日の学童保育研究において一定の意味を
持つ内容に仕上がっている。よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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